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(単位：千円）

資産の部
Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産
土地 130,462,650

減損損失累計額 △ 10,620 130,452,030
建物 71,574,079

減価償却累計額 △ 25,049,619 46,524,459
構築物 3,904,073

減価償却累計額 △ 1,630,586 2,273,487
工具器具備品 32,555,636

減価償却累計額 △ 19,336,955 13,218,681
図書 5,357,845
美術品・収蔵品 130,466
船舶 8,850

減価償却累計額 △ 7,192 1,657
車両運搬具 59,156

減価償却累計額 △ 44,220 14,935
建設仮勘定 993,971

有形固定資産合計 198,967,534

２　無形固定資産
特許権 25,942
ソフトウェア 59,906
その他 180,262

無形固定資産合計 266,111

３　投資その他の資産
投資有価証券 1,299,695
長期貸付金 33,090

67,337

△ 53,533 13,804
長期前払費用 45,210
その他 428

投資その他の資産合計 1,392,227
　　固定資産合計 200,625,873

Ⅱ　流動資産
現金及び預金 2,594,681
未収学生納付金収入 84,066
未収附属病院収入 5,342,821

徴収不能引当金 △ 75,271 5,267,549
その他未収入金 337,181
有価証券 12,900,000
たな卸資産 11,420
医薬品及び診療材料 390,429
前渡金 3,551
前払費用 60,147
未収収益 1,952
その他 32,149

　　流動資産合計 21,683,130
　　　　資産合計 222,309,003

　 徴収不能引当金

貸　借　対　照　表
（平成２５年３月３１日）

破産、再生、更生債権その他これら
に準ずる債権
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負債の部
Ⅰ　固定負債

資産見返負債
資産見返運営費交付金等 3,826,033
資産見返補助金等 3,118,687
資産見返寄附金 1,662,043
建設仮勘定見返運営費交付金等　 997
建設仮勘定見返施設費 373,220
建設仮勘定見返寄附金 99,015
資産見返物品受贈額 4,917,460 13,997,457

長期寄附金債務 14,850

3,097,168

長期借入金 13,274,114
引当金

退職給付引当金 255,126 255,126
資産除去債務 596,431
長期未払金 5,016,492

　　固定負債合計 36,251,640

Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務 498,226
預り補助金等 158,889
寄附金債務 3,447,838
前受受託研究費等 719,129
前受受託事業費等 127,761
前受金 1,052,007
預り科学研究費補助金等 474,772
預り金 279,037

563,321

574,052
未払金 10,391,122
未払費用 68,454
未払消費税等 9,211
引当金

賞与引当金 172,062 172,062
　　流動負債合計 18,535,887
　　　負債合計 54,787,528

純資産の部
Ⅰ　資本金

政府出資金 150,906,960
　資本金合計 150,906,960

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 28,747,862
損益外減価償却累計額 △ 20,549,059
損益外減損損失累計額 △ 10,620
損益外利息費用累計額 △ 32,714

　資本剰余金合計 8,155,468
Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 4,233,971

1,832,515

積立金 1,386,904
1,005,653

　利益剰余金合計 8,459,045
　　　純資産合計 167,521,474
　　　　 負債純資産合計 222,309,003

当期未処分利益

（うち当期総利益 1,005,653）

国立大学財務・経営センター債務負
担金

一年以内返済予定国立大学財務・経
営センター債務負担金
一年以内返済予定長期借入金

教育研究・診療業務の資質向上及び
運営組織の改善目的積立金
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(単位：千円）

経常費用
業務費

教育経費 2,884,453
研究経費 4,379,650
診療経費

材料費 11,160,129
委託費 1,844,069
設備関係費 4,093,373
研修費 19,957
経費 1,509,955 18,627,485

教育研究支援経費 905,588
受託研究費 1,340,874
受託事業費 485,105
役員人件費 114,192
教員人件費

常勤教員給与 14,741,874
非常勤教員給与 644,133 15,386,007

職員人件費
常勤職員給与 11,052,746
非常勤職員給与 3,580,344 14,633,091 58,756,448

一般管理費 1,196,307
財務費用

支払利息 366,598
その他 254 366,852

雑損 7,144
　　経常費用合計 60,326,753

経常収益
運営費交付金収益 16,243,793
授業料収益 7,176,227
入学金収益 1,094,563
検定料収益 271,648
附属病院収益 28,772,196

57,436
   その他 1,600,506 1,657,943

340,063
   その他 157,525 497,588
寄附金収益 1,286,899
施設費収益 109,740
補助金等収益 1,514,556
資産見返負債戻入 1,787,209
財務収益

受取利息 874
有価証券利息 16,842
その他財務収益 26,938 44,655

雑益
財産貸付料収入 118,074
農場生産品売払収益 55,837
講習料等収入 55,090
研究関連収入 489,260
その他 234,185 952,447
　　経常収益合計 61,409,470

経常利益 1,082,716

臨時損失
固定資産除却損 162,239
事故等損失 8,566 170,806

臨時利益
資産見返負債戻入 35,941
償却債権取立益 1,926
受取保険金 9,610 47,478

当期純利益 959,388
前中期目標期間繰越積立金取崩額 7,049
目的積立金取崩額 39,215
当期総利益 1,005,653

   国・地方公共団体からの委託

受託事業等収益
　 国・地方公共団体からの委託

損　益　計　算　書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

受託研究等収益
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Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 22,243,331
人件費支出 △ 30,371,294
その他の業務支出 △ 1,565,844
運営費交付金収入 17,067,904
授業料収入 6,903,189
入学金収入 1,087,176
検定料収入 271,618
附属病院収入 28,543,738
受託研究等収入 1,810,124
受託事業等収入 619,211
補助金等収入 1,918,769
寄附金収入 1,512,467
その他業務収入 1,192,118

小　計 6,745,849
業務活動によるキャッシュ・フロー 6,745,849

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
投資有価証券の取得による支出 △ 199,980
定期預金の預入による支出 △ 1,000,000
定期預金の払戻による収入 1,000,000
有価証券の取得による支出 △ 45,800,000
有価証券の償還による収入 43,682,300
有形固定資産の取得による支出 △ 3,383,657
無形固定資産の取得による支出 △ 32,309
施設費による収入 1,227,984

小　計 △ 4,505,663
利息及び配当金の受取額 45,393

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 4,460,269

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
国立大学財務・経営センターへの債務負担金の返済による支出 △ 596,299
長期借入れによる収入 241,910
長期借入金の返済による支出 △ 517,153
リース債務の返済による支出 △ 1,248,295

小　計 △ 2,119,838
利息の支払額 △ 364,015

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,483,854

Ⅳ 資金減少額 △ 198,274
Ⅴ 資金期首残高 2,792,955
Ⅵ 資金期末残高 2,594,681

キャッシュ・フロー計算書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

(単位：千円） 
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(単位：円）

Ⅰ　　当期未処分利益 1,005,653,921
当期総利益 1,005,653,921

Ⅱ　　利益処分額
積立金 762,705,374

　
教育研究・診療業務の資質向上及び運営組
織の改善目的積立金 242,948,547 242,948,547 1,005,653,921

国立大学法人法第３５条において準用する独立
行政法人通則法第４４条第 ３ 項により文部科学
大臣の承認を受けた額

利益の処分に関する書類
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(単位：千円）

Ⅰ　　業務費用
（１）損益計算書上の費用

業務費 58,756,448
一般管理費 1,196,307
財務費用 366,852
雑損 7,144
臨時損失 170,806 60,497,559

（２）　（控除）自己収入等
授業料収益 △ 7,176,227
入学金収益 △ 1,094,563
検定料収益 △ 271,648
附属病院収益 △ 28,772,196
受託研究等収益 △ 1,657,943
受託事業等収益 △ 497,588
寄附金収益 △ 1,286,899
資産見返授業料戻入 △ 248,011
資産見返寄附金戻入 △ 479,647
財務収益 △ 44,655
雑益 △ 463,187
臨時利益 △ 43,029 △ 42,035,599

業務費用合計 18,461,960

Ⅱ　　損益外減価償却相当額 2,033,491

Ⅲ　　損益外減損損失相当額 10,620

Ⅳ　　損益外利息費用相当額 3,849

Ⅴ　　損益外除売却差額相当額 24,085

Ⅵ　　引当外賞与増加見積額 △ 203,509

Ⅶ　　引当外退職給付増加見積額 △ 763,201

Ⅷ　　機会費用

39,830

887,395 927,226

Ⅸ　　国立大学法人等業務実施コスト 20,494,521

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日）

国又は地方公共団体の無償又は減額された使用
料による貸借取引の機会費用

政府出資の機会費用
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重要な会計方針 
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

  下記に掲げるものを除き、期間進行基準を採用しております。 

 

  退職一時金に充当される運営費交付金    費用進行基準 

  特定の学内プロジェクト業務に充当される運営費交付金    業務達成基準 

  文部科学省が指定する特別運営費交付金の一部及び一般運営費交付金の一部、特殊要因運営費交付金 

及び補正予算として交付された運営費交付金     業務達成基準又は費用進行基準 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としております。ただし、受託研究収入により

購入した償却資産については、当該受託研究期間を耐用年数としております。 

主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

     建物     １０～５０年 

     構築物     ５～５０年 

     工具器具備品  ４～１５年 

     船舶        １５年 

     車両運搬具   ４～ ５年 

   また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）の減価償却相当額については、損益外減価

償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

（２）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

   なお、法人内利用のソフトウエアについては、法人内における利用可能期間（５年）で償却してお

ります。 

   また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８４）の減価償却相当額については、損益外減価

償却累計額として資本剰余金から控除して表示しております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   運営費交付金で措置されていない職員について、当該職員の退職給付に備えるため、当該事業年度 

末における退職一時金の自己都合要支給額により計上しております。 

   上記以外の職員に係る退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職

給付に係る引当金は計上しておりません。 

   なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準第８６第

４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金及び見積額の計上基準 

   翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされない教職員への支払いに備えるため、基準第８５

第１項に基づき、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお 
ります。 

   なお、上記以外の役員及び教職員については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされる 
ため、賞与引当金は計上しておりません。 

   また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、基準第８５第２項

に基づき、当事業年度末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上してお

ります。 
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（３）徴収不能引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 

４．有価証券の評価基準及び評価方法 

  満期保有目的債券 償却原価法（定額法）を採用しております。 

  その他有価証券  期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。 

 

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）たな卸資産（貯蔵品） 

最終仕入原価法により評価しております。 

 

（２）医薬品及び診療材料 

   移動平均法による低価法により評価しております。 

   ただし、移動平均法による評価ができるソフトウエアが開発されるまでの間、評価方法は最終仕入

原価法によるものとしております。 

 

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

おります。 

 

７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 

近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。 

 

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 

   10年利付政府保証債の平成 25年 3月末利回りを参考に、0.560％で計算しております。 

 

（３）国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用した利率 

   10年利付政府保証債の平成 25年 3月末利回りを参考に、0.560％で計算しております。 

 

８．リース取引の会計処理方法 

  リース料総額が3,000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

 

９．消費税等の会計処理方法 

  消費税等の会計処理方法は、税込方式によっております。 

 

 

注記事項 
 

１．貸借対照表関係 

（１）担保に供されている資産及び対応する債務残高  土 地   １３，４４１，０３６千円 

                          建 物  １６，９９０，４１７千円 

                          借入金  １３，８４８，１６６千円 

（２）運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額     １７，０２５，１９５千円 

（３）運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額        １，２４９，１９７千円 

（４）債務保証の額                                     ３，６６０，４８９千円 

（５）リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リース取引の未経

過リース料 
  ① 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料     ８，６１０千円 
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  ② 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料    ４，６４２千円 
（６）利益剰余金のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 

① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資

産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 
附属病院に関する借入金の元金償還額の累計       ８，８７８，４８５千円 
当該借入金により取得した資産の減価償却費の累計    ８，３８８，１７７千円 
利益剰余金に与える影響額（差引き）            ４９０，３０７千円 

② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品

受贈額戻入が二重になっていることによるもの 
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診

療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額の累計 
６５３，２００千円 

③ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる未収附属病院収入のうち、国か

らの出資でなく譲与としたことによるもの 
４８２，０６１千円 

④ 国からの承継時において、附属病院の財産的基礎と考えられる医薬品及び診療材料について、

国からの出資でなく譲与としたことによるもの 
  ３９６，０３８千円 
２，０２１，６０８千円 
 
 

２．損益計算書関係 

 （１）当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの 
① 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの資

産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの 
附属病院に関する借入金の元金償還額          １，１１３，４５２千円 
当該借入金により取得した資産の減価償却費       １，１９７，５８３千円 
当期総利益に与える影響額（差引き）           △ ８４，１３０千円 

② 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物品

受贈額戻入が二重になっていることによるもの 
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診

療経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額 
   １，４５９千円 
△ ８２，６７１千円 

 
  
３．キャッシュ・フロー計算書関係 

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 

           現 金 及 び 預 金           ２，５９４，６８１千円 

 

（２）重要な非資金取引 

①現物寄付による資産の取得                  ５３５，７３３千円 

②現物寄付による少額資産等の取得               １３６，６３０千円 

③資産除去債務の計上                      １０，４７１千円 

 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

国又は地方公共団体からの出向者に係る引当外退職給付増加見積額  △ １６，０２５千円 
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５．固定資産の減損に関する注記 

（１）減損を認識した固定資産 

① 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額 

森林環境園芸農場敷地 土地 
群馬県沼田市下川

田町字大竹 5773 
14,900千円 

旧薬学部講義棟 建物 
千葉県千葉市稲毛

区弥生町 1-33 
3,435千円 

ケミレスタウン実験棟 建物 
千葉県柏市柏の葉

6-2-1 
32,377千円 

② 減損の認識に至った経緯 

     ・森林環境園芸農場敷地については、市場価格が著しく下落しており、回復の見込みがあると

認められないため、減損を認識しております。 

     ・旧薬学部講義棟については、大学院薬学研究院・薬学部の西千葉キャンパスから亥鼻キャン

パスへの移転完了に伴い、使用しない（用途変更する）という決定をしたため、減損を認識し

ております。 

     ・ケミレスタウン実験棟については、予防医学センターより環境健康フィールド科学センター

へ建物を移管することに伴い、使用しない（用途変更する）という決定をしたため、減損を認

識しております。 

③ 減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの内訳 

用 途 種 類 
損益計算書に

計上した金額 

損益計算書に計上

し て い な い 金 額 

森林環境園芸農場敷地 土地 －円 10,620千円 

旧薬学部講義棟 建物 －円 －円 

ケミレスタウン実験棟 建物 －円 －円 

旧薬学部講義棟及びケミレスタウン実験棟については、回収可能サービス価額が帳簿価額を上回

っているため、減損損失は計上しておりません。 

④ 減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、当該資産の

概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由 

   ・該当事項はありません。 

⑤回収可能サービス価額の算定方法 

  ・森林環境園芸農場敷地については、回収可能サービス価額は不動産鑑定士による評価額を

採用しております。 

・旧薬学部講義棟については、使用価値相当額が正味売却価額と比較して高いため、使用価 

値相当額を採用しており、使用価値相当額は国土交通省が公表している建設工事費デフレー 

ターを採用しております。 

・ケミレスタウン実験棟については、使用価値相当額が正味売却価額と比較して高いため、 

使用価値相当額を採用しており、使用価値相当額は国土交通省が公表している建設工事費デ 

フレーターを採用しております。 

      

 

（２）減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く） 

   ① 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 

用 途 種 類 場 所 帳 簿 価 額 

電話加入権 電話加入権 千葉市稲毛区 外 1,937千円 

   ② 認められた減損の兆候の概要 

電話加入権については、正味売却価額が帳簿価額より大幅に下落しております。 

   ③ 固定資産の市場価格の回復の見込があると認められる根拠 
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電話加入権については、回収可能サービス価額が帳簿価額を上回ることから、減損を認識して

おりません。 

    

 

６．金融商品に関する注記 

 （１）金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ

いては国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。 

資金運用にあたっては国立大学法人法第３５条において準用する独立行政法人通則法第４７条

の規定に基づき、国債、公債、政府保証債、譲渡性預金及び信託業務を営む金融機関への金銭信

託のみを保有しており株式等は保有しておりません。また、未収附属病院収入は、債権管理細則

に沿ってリスク管理を行っております。 

国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、

文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。 

 

 （２）金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

                                       （単位：千円） 

 
貸借対照表 

計上額(*1) 
時   価 ( * 1 ) 差   額 ( * 1 ) 

(1) 投資有価証券及び有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 

  ② その他有価証券 

(2) 現金及び預金 

(3) 未収附属病院収入 

    徴収不能引当金(*2) 

 

(4) 国立学校財務・経営センター 

債務負担金 

(5) 長期借入金 

(6) 未払金 

 

6,499,695 

7,700,000 

2,594,681 

5,342,821 

△ 75,271 

 

6,557,740 

7,700,000 

2,594,681 

 

 

 

58,044 

－ 

－ 

 

 

5,267,549 

(3,660,489) 

 

(13,848,166) 

(10,391,122) 

5,267,549 

(4,047,429) 

 

(14,392,143) 

(10,391,122) 

－ 

(386,940) 

 

(543,977) 

－ 

    （*1）負債に計上されているものは、( )で示しております。 

    （*2）未収附属病院収入に個別に計上している徴収不能引当金を控除しております。 

      なお、貸借対照表に計上されている長期未払金の主な内容はリース債務であり、企業会計基

準適用指針第１９号金融商品の時価等の開示に関する適用指針（平成 20年 3月 10日企業会計

基準委員会）第２４項ただし書きにより、金融商品会計基準等の適用にあたり重要性が乏しい

と認め、時価の注記を省略しております。 

    （注 1）金融商品の時価の算定方法 

(1) 投資有価証券及び有価証券 

これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお

ります。 

(2) 現金及び預金、並びに(3) 未収附属病院収入 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。なお、未収附属病院収入については、担保又は保証による回収見込

額等により、時価を算定しております。 

     (4) 国立大学財務・経営センター債務負担金、並びに(5) 長期借入金 

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定され

る利率で割り引いて算定する方法により算定しております。 

(6) 未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
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ております。 

 

 

 

７．資産除去債務に関する注記 

(1)資産除去債務

の内容 

建設リサイクル法 石綿障害予防規則 契約上の原状回復義務 

(2)支出発生まで

の見込期間、

適用した割引

率等の前提条

件 

見込期間 

  ２～５０年 

割引率 

  0.2～2.3％ 

見込期間 

  ２～３３年 

割引率 

  0.2～2.3％ 

見込期間 

  ２８年 

割引率 

  2.3％ 

     (3)資産除去債務の総額の期中における増減内容 

       期首残高                     ５８５，９６０千円 

       時の経過による増加額                １０，４７１千円 

       資産除去債務の履行による減少額                －千円 

       その他増減額                         －千円 

       期末残高                     ５９６，４３１千円 

 

 

８．重要な債務負担行為                              （単位：千円） 

件 名 契 約 済 額 
平成２５年度 

以降支出予定額 

平成２４年度 

支 出 額 

千葉大学（医病）外来診療棟新営その他

機械設備工事 
1,926,750 1,926,750 － 

千葉大学（医病）外来診療棟新営その他

電気設備工事 
1,323,000 1,323,000 － 

千葉大学（医病）外来診療棟新営昇降設

備工事 
110,250 110,250 － 

千葉大学（医病）外来診療棟新営その他

工事 
3,663,586 3,413,686 249,900 

千葉大学(西千葉)本部棟・体育館改修そ

の他工事 
546,210 176,733 369,476 

千葉大学(西千葉)本部棟・体育館改修そ

の他機械設備工事 
78,435 43,327 35,107 

千葉大学(西千葉)本部棟・体育館改修そ

の他電気設備工事 
50,715 15,523 35,191 

千葉大学(附小)プール改修（Ⅱ期）その

他工事 
62,370 62,370 － 

千葉大学(亥鼻)新ゐのはな同窓会館新営

工事 
241,500 144,900 96,600 

千葉大学（西千葉）総合研究棟（工学系）

新営その他電気設備工事 
278,250 278,250 － 

千葉大学（西千葉）総合研究棟（工学系）

新営その他機械設備工事 
397,950 397,950 － 

千葉大学（西千葉）総合研究棟（工学系）

新営その他工事 
1,348,200 1,348,200 － 

ｅラーニングシステム 一式（コンテン

ツ制作・保守・管理サービス含む） 
51,087 25,505 25,582 
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件 名 契 約 済 額 
平成２５年度 

以降支出予定額 

平成２４年度 

支 出 額 

高過給エンジンシステム 一式の製造 73,500 73,500 － 

低慣性過渡シミュレーションベンチ 一

式 
32,340 32,340 － 

交流動力計 一式 31,290 31,290 － 

電子ジャーナル Wiley-Blackwellの利用 

一式 
38,017 38,017 － 

 
 
９．重要な後発事象 
   該当事項はありません。 
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